
３ 公平審査関係業務

  職員が全力をあげて職務に専念し、適正かつ能率的な業務を行うためには、職員の身分が保障され、適切な

勤務条件が確保されている必要がある。 

それらが不十分であったり、あるいは侵害された場合の救済の手段として、地方公務員法では「勤務条件に

関する措置の要求」及び「不利益処分に関する審査請求」の制度が定められている。 

(1) 勤務条件に関する措置の要求

地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求が

あった場合に、同法第47条及び第48条の規定に基づき、その要求を審査し、判定を行う。その結果、要求

が適当なものと判定した場合は、権限を有する機関に対して必要な勧告をするなどの措置を執る。 

   令和６年度における措置の要求の処理状況は、次のとおりである。 

年度当初 

係属件数 

新 規 

件  数 

処   理    件    数 
年 度 末 

係属件数 要求認容 棄  却 却  下 取下げ 計 

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

(2) 不利益処分に関する審査請求

地方公務員法第49条の２の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分について審

査請求があった場合に、同法第49条の３から第51条までの規定に基づき、これを審査し、審査請求に理由

があると認めた場合は、処分の取消し、修正の裁決を行う。また、必要があると認めた場合は、処分者に

対し、職員が当該処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示を行う。  

   令和６年度における審査請求事案の処理状況は、次のとおりである。 

年度当初 

係属件数 

新 規 

件  数 

処   理    件    数 年 度 末 

係属件数 
処分取消 処分修正 棄 却 却  下 取下げ 計 

５件 ４件 ０件 ０件 ２件 ０件 １件 ３件 ６件 

(3) 苦情相談

職員から、勤務条件その他の人事管理に関する苦情の相談があった場合は、職員の苦情相談に関する規則

の規定に基づき、助言、指導、あっせんその他の必要な措置を行う。また、必要に応じて、関係者に対し、

事情聴取、照会その他の調査を行う。 

令和６年度における苦情相談の状況は、次のとおりである。 

新規申出件数 相談終了件数 年度末係属件数 

34件 33件 １件 

(4) 公務災害補償審査請求

｢公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律｣第５条の規定に基づき、

学校医等から補償の実施に関して審査請求があった場合に、これを審査して裁定を行う。令和６年度は、審

査の請求はなかった。 
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４  勤務時間、休暇等勤務条件関係業務 

 

 (1)  勤務条件に係る人事委員会の役割 

     人事委員会は、地方公務員法第８条第１項第２号の規定により、給与、勤務時間その他の勤務条件等に関

する制度について絶えず研究を行い、その結果を県議会及び知事に対し報告している。 

職員の勤務時間、休暇等の勤務条件に関することは、地方公務員法第24条第５項の規定により、条例（｢職

員の勤務時間、休暇等に関する条例｣等）により定められるが、職員の人事行政に関する条例の制定又は改

廃に関しては、同法第５条第２項の規定により、議会において、人事委員会の意見を聞かなければならない

とされ、また、人事機関及び職員に関する条例の制定又は改廃に関しては、同法第８条第１項第３号の規定

により議会又は長に対し意見を申し出ることとされている。条例の実施に関し必要な事項（手続、要件等）

は、同条第５項の規定に基づき人事委員会規則（｢職員の勤務時間､休暇等に関する規則｣等）により定める

とともに、適正な運用を図るため、運用通知を定めている。 

 

(2)  条例案に対する意見の提出 

   令和６年度において、勤務条件等に係る条例の改正に当たり、地方公務員法第５条第２項の規定による県

議会又は知事からの求めに応じて、同法第８条第１項第３号の規定により、次の３件について異議がない

旨意見を申し出た。 

ア 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例のうち、  

・職員の分限に関する条例の一部改正  

・市町村立学校県費負担教職員の分限に関する条例の一部改正 

に関する部分（定県第23号議案） 

イ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例（定県第34号議案） 

ウ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例等の一部を改正する条例のうち、第２条第２項及

び第３条に関する部分 

 

 (3)  人事委員会規則及び運用通知の制定改廃 

      地方公務員法第８条第５項の規定に基づき令和６年度中に公布した勤務条件関係規則は、次の６件である。 

   また、勤務条件関係の規則の施行に当たり、その適切な運用を図り、細目的な解釈及び取扱いを規定する

ために規則の運用について通知したものは、次の４件である。 

    

＜規則関係＞ 

  ア 制定 ０件 

 

イ 一部改正 ６件 

(ｱ) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則（令和７年人委規則第４号） 

(ｲ) 学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則（令和７年人委規則第５号） 

(ｳ) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則及び学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正す

る規則の一部を改正する規則（令和７年人委規則第24号） 

(ｴ) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則（令和７年人委規

則第25号） 

(ｵ) 学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則（令和７年人

委規則第26号） 

(ｶ) 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則（令和７年人委規則第 

27号） 

   

＜通知関係＞ 
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ア 制定 ０件 

 

イ 一部改正 ４件 

(ｱ) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則等の運用についての一部改正について（令和７年人委第148号） 

(ｲ) 職員の勤務時間、休暇等に関する規則等の運用についての一部改正について（令和７年人委第149号） 

(ｳ) 学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則等の運用についての一部改正について（令和７年人委第 

150号） 

      (ｴ) 学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則等の運用についての一部改正について（令和７年人委第 

151号） 

 

(4) ｢職員の勤務時間、休暇等｣の発行 

  各所属での勤務条件に関する実務の円滑な実施に資するため、勤務時間、休暇等の諸制度について解説す

るとともに、実例等を盛り込んだ｢職員の勤務時間、休暇等｣（昭和57年３月初版）を作成している。 

平成17年４月に電子化（令和５年10月改訂）し、庁内で共有している。 

 

５ 労働基準監督機関としての業務 

 

 (1) 労働基準監督機関としての職権行使 

    地方公務員法第58条第３項は、職員については、原則として労働基準法、労働安全衛生法及び船員法が適

用されることを規定している。また、同条第５項は、職員の勤務条件に関する労働基準監督機関の職権は、

非現業職員（労働基準法別表第１第11号、第12号及び官公署(別表第１に掲げる事業を除く。)に該当する

事業所に勤務する職員で、単純労務職員を除く職員）については、人事委員会が行うこととしている。 

  人事委員会が労働基準監督機関として職権を行使する県機関の事業所(所属)は、令和７年４月１日現在で、

481事業所である。（別表１の１） 

  なお、現業職員（労働基準法別表第１第１号から第10号まで及び第13号から第15号までに該当する事業所

に勤務する職員及び単純労務職員）については、労働基準監督官（労働基準監督署長）が職権を行使する。 

  労働基準監督官（労働基準監督署長）が職権を行使する県の事業所（所属）は、令和７年４月１日現在で、

35事業所である。（別表１の２） 

 

 (2)  労働基準監督機関としての職権行使の状況 

    ア 各事業所における管理状況の把握と指導 

        労働基準法、労働安全衛生法等により各事業所に義務づけられている事項（勤務時間関係、衛生関係、

健康診断関係、特定機械等の管理関係等）について、各事業所の自主的管理を促すとともに、人事委員会

として総合的に各事業所の状況を把握するため、｢労働基準・労働安全衛生自主管理表｣を対象の全事業所

に配付し、年度ごとの記入を求め、毎年その写しの提出を求めている。 

        ｢労働基準･労働安全衛生自主管理表｣によるデータは集計し､各任命権者、事業所の指導に活用している。 

    イ  事業所調査と指導 

  職員の勤務条件の維持向上、安全衛生の確保を図るため、毎年一定の事業所を抽出し、職員の勤務時間、

衛生管理体制、健康管理体制、衛生基準、ボイラー等の特定機械に係る管理状況等について、事業所に赴

いての調査・指導を実施している。 

  令和６年度は、10事業所を抽出して書面により調査・指導を実施した。主な指導内容は、時間外労働・

休日労働に関する協定届など勤務条件に関する事項、衛生委員会の開催など安全衛生に関する事項等であ

った。 

    ウ  許認可等の事務 

  労働基準法、労働安全衛生法は、職員の適切な勤務条件、安全衛生を確保するため、勤務条件、衛生管

理及び安全管理に関することについて一定の基準を定め、事業主（各所属長）に対し、所定の場合に、労

働基準監督機関の許可を得ること等を求めている。   
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        令和６年度は、時間外労働･休日労働に関する協定届や健康診断結果報告の受理など、合計1,275件の届

出、報告等があった。（別表２） 

  エ  研修会、研究会 

  人事委員会は、労働基準監督機関として、事業主が労働安全衛生対策を積極的に進めるための知識の普

及に努めている。 

     令和６年度は、職場で進める安全衛生に関する講演、労働基準関係法令に係る諸手続を中心に机上研修

を実施した。 

    オ  ｢労働基準関係事務の手引｣の発行 

各所属で労働基準法、労働安全衛生法等に関する実務の円滑な実施に資するため、労働基準法、労働

安全衛生法等について解説し、必要な事務手続を説明した｢労働基準関係事務の手引｣を発行（平成元年３

月初版、令和４年６月改訂）した。 

平成14年10月に「労働基準関係事務の手引」を電子化し、庁内で共有している。 

 

６ 職員団体等関係業務 

 

 (1)  管理職員等の範囲の決定 

管理職員等と管理職員等以外の職員は、同一の職員団体を組織することができず（地方公務員法第52条

第３項）、管理職員等の範囲は人事委員会の規則で定めることとされている（同条第４項）。 

人事委員会では、「管理職員等の範囲を定める規則」を制定しており、令和６年度は、職の新設、改廃

等により、同規則を改正した。 

 

 (2)  職員団体の登録 

      職員団体の登録の制度は、職員団体の組織及び運営が自主的かつ民主的であることを、人事委員会が確認

し、公証するための制度である（地方公務員法第53条）。 

令和７年４月１日の登録状況は、別表３のとおりである。 

 

７ 働きかけ規制違反に関する監視等業務 

 

地方公務員について、再就職者による依頼等（働きかけ）の規制を導入すること等により退職管理の適正

を確保するための措置を講ずることとして、地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部改正（平成 28年４

月１日施行）が行われ、元職員による働きかけの禁止、退職管理の適正を確保するための措置、再就職情報

の届出、人事委員会による監視体制の整備等が規定された。 

  改正後の地方公務員法では、任命権者が違反行為に対して調査を開始するとき等は人事委員会に通知（報告）

すること、人事委員会は違反行為があると思料するときは任命権者に調査を要求すること等が定められた。 

令和６年度においては、任命権者からの通知（報告）、任命権者への調査要求等はなかった。 

 

８ 市町村等の公平委員会の事務の受託関係業務 

 

 (1) 市町村等の公平委員会の事務の受託 

  公平委員会は、職員の利益保護を図り、公正な人事権の行使を保障するために、市町村、地方公共団体の

組合に置かれる機関であるが、地方公務員法第７条第４項は、公平委員会事務の簡素・効率化の観点から、

公平委員会の事務を、他の地方公共団体の人事委員会に委託することができることを定めている。 

  この規定に基づき、令和７年４月１日現在では、神奈川県は県内の５市13町１村９一部事務組合１広域連

合の計29団体と公平委員会の事務委託に関する規約を締結し、規約に基づき、県人事委員会が、これら受託

団体の公平委員会事務を実施している。 
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(2)  受託団体  

      公平委員会事務の委託を受けている団体は、次のとおりである。    （令和７年４月１日現在） 

市    (５市)  伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市 

町村 

(13町１村) 

 葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、 

 箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村 

一部事務組合 

    （９組合) 

秦野市伊勢原市環境衛生組合､高座清掃施設組合､ 足柄上衛生組合､湯河原町真鶴町衛生

組合､ 広域大和斎場組合､足柄東部清掃組合､神奈川県市町村職員退職手当組合､ 足柄西

部清掃組合、神奈川県町村情報システム共同事業組合 

広域連合 

(１連合) 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 

 

(3) 受託事務 

      人事委員会が委託を受けている市町村等公平委員会の事務は、公平審査（苦情相談を含む。）に係る事務、

職員団体に係る事務及び働きかけ規制違反に関する監視等に係る事務である。 

    ア 公平審査関係業務 

令和６年度において、受託市町村等職員からの不利益処分に対する審査請求事案１件があり、勤務条

件に係る措置要求事案はなかった。 

   イ  職員団体等関係業務 

  人事委員会では、「神奈川県が公平委員会の事務の委託を受けた地方公共団体の管理職員等の範囲を定

める規則」を制定しており、令和６年度は、職の新設、改廃等により、同規則を改正した。 

受託団体における職員団体の登録について、令和６年度は、新たな登録はなかった。令和７年４月１日

の登録状況は、別表３のとおりである。 

ウ  働きかけ規制違反に関する監視等業務 

  令和６年度は、任命権者からの通知（報告）、任命権者への調査要求等はなかった。 

 

９ 退職手当の支給制限等の処分に係る審査業務 

 

    神奈川県では、国家公務員の例に準じ、退職手当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する県民の

信頼確保に資するため、退職手当支払後に、在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき行為があったと認めら

れた場合、退職した者に退職手当の返納を命ずることができることとする等、退職手当について新たな支給

制限及び返納の制度を設けることとなり、同制度を創設すること等を内容とする職員の退職手当に関する条

例の一部改正が平成21年７月17日に施行された。 

同制度では、処分を受ける者の権利保護を図る観点から、任命権者が懲戒免職処分を受けるべき行為があ

ったことを認めたことによる支給制限や、本人又は遺族に対する返納命令などの処分を行う際には、人事委

員会から意見の聴取をすることとされた。令和６年度においては、処理すべき案件はなかった。 

 

 

 

〔公平関係資料索引〕 

１ 別表１ 県機関の労働基準法別表第１の号別適用事業所一覧(516箇所) --------------- 46 

２ 別表２ 労働基準監督機関としての職権行使状況(令和６年度) ---------------------- 48 

３ 別表３ 職員団体の登録状況----------------------------------------------------- 49 
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別表１ 県機関の労働基準法別表第１の号別適用事業所一覧(516箇所)  

（令和７年４月１日現在） 
 

１  人事委員会が労働基準監督機関として所管する事業所(481箇所) 

 
労 基 法 
別表第１等 
の 区 分 

事業内容 事    業    所    名 

１２号 

教  育 
 

研  究 
 

調  査 

 
温泉地学研究所 
消防学校 
公文書館 
スポーツセンター 
青少年センター 
水産技術センター 
水産技術センター試験場(2) 
農業技術センター 
かながわ農業アカデミー 
畜産技術センター 
衛生研究所 
看護専門学校等(3) 
 
 

 
産業技術短期大学校 
総合職業技術校(2) 
東部総合職業技術校二俣川支所 
神奈川障害者職業能力開発校  
図書館(2) 
金沢文庫 
近代美術館 
総合教育センター 
博物館(2) 
高等学校(134) 
中等教育学校(2) 
特別支援学校(29)（注１） 

（１９２） 

官公署の 
事業（別 
表第 1 に 
掲げる事 
業 を 除 

  く。） 

労働基準

法別表第

１各号に

該当しな

い官公署 

 
知事部局本庁各室課(98) 
東京事務所 
統計センター 
県税事務所(12) 
自動車税管理事務所 
給与事務センター 
かながわチャレンジオフィス 
総合防災センター 
かながわ男女共同参画センター 
女性相談支援センター 
かながわ県民活動サポートセンター 
パスポートセンター 
パスポートセンター支所(2) 
児童相談所(6) 
環境科学センター 
自然環境保全センター 
漁港事務所(2) 
農業技術センター地区事務所(4) 
家畜保健衛生所(2) 
計量検定所 
かながわ労働センター 
かながわ労働センター支所(3) 
障害者雇用促進センター 
リニア中央新幹線推進事務所 
地域県政総合センター(4) 

 
議会局 
教育委員会本庁各室課(15) 
学校事務センター 
サポートオフィス 
教育事務所(4) 
人事委員会事務局 
監査事務局 
労働委員会事務局 
選挙管理委員会 
神奈川海区漁業調整委員会事務局 
警察本部本庁各室課(43) 
サイバーセキュリティ対策本部 
自動車警ら隊 
鉄道警察隊 
機動捜査隊 
科学捜査研究所 
第一交通機動隊 
第二交通機動隊 
高速道路交通警察隊 
第一機動隊 
第二機動隊 
大和留置施設 
警察学校 
市警察部・方面本部(4) 
警察署(54) 

（２８９） 
  （注１）  特別支援学校のうち、平塚盲学校及び平塚ろう学校に付置された寄宿舎並びに横浜南支

援学校、秦野支援学校、津久井支援学校、麻生支援学校、金沢支援学校、岩戸支援学校、

相模原中央支援学校、あおば支援学校、横浜ひなたやま支援学校及びえびな支援学校以外

の特別支援学校に付置された給食場は、特別支援学校とは別個の事業所として指定。 
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２  労働基準監督署が労働基準監督機関として所管する事業所(35箇所) 

 
 労 基 法 
 別表第 1 等  
 の 区 分 

 
事業内容 

 
事    業    所    名 

 １号 製  造  教育委員会（学校給食関係）（注２） （１） 

 ３号 

 
土  木 
建  築 

 

 
横浜川崎地区農政事務所 
土木事務所(5) 
厚木土木事務所東部センター 
厚木土木事務所津久井治水センター 
県西土木事務所小田原土木センター 
 

 
横浜川崎治水事務所 
横浜川崎治水事務所川崎治水センター 
流域下水道整備事務所 
住宅営繕事務所 

（１３） 

１３号 保健衛生 

 
子ども自立生活支援センター 
おおいそ学園 
保健福祉事務所(4) 
保健福祉事務所地域センター(4) 
平塚保健福祉事務所茅ケ崎支所 
煤ケ谷診療所 
精神保健福祉センター 
 

 
総合療育相談センター 
さがみ緑風園 
中井やまゆり園 
食肉衛生検査所 
動物愛護センター 
特別支援学校寄宿舎(2)（注３） 

（２０） 

１５号 焼却清掃 資源循環推進課横須賀駐在事務所 （１） 

（注２） 特別支援学校のうち、横浜南支援学校、秦野支援学校、津久井支援学校、麻生支援学校、

金沢支援学校、岩戸支援学校、相模原中央支援学校、あおば支援学校、横浜ひなたやま支

援学校及びえびな支援学校以外の特別支援学校に付置された給食場を一括して一の事業場

とみなす。 
（注３） 特別支援学校のうち、平塚盲学校及び平塚ろう学校に付置された寄宿舎は、独立した事

業所として指定。 
 
（参考） 

  号別適用事業所数集計表 

      
 

 

 

  人事委員会 
  職権行使対象事業所 

  労働基準監督署 
  職権行使対象事業所 合  計 

号  別 事業所数 号  別 事業所数 
１２号 １９２  １号  １ 

 
官公署 ２８９ 

 ３号 １３ 

１３号 ２０ 

１５号  １ 

計 ４８１ 計 ３５ ５１６ 
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別表２ 労働基準監督機関としての職権行使状況（令和６年度） 
 

内    容 件 数 内    容 件 数 

解雇予告除外認定申請書受理 5 ゴンドラ性能検査結果報告受理 1 

時間外労働・休日労働に関する協定届受理 193 ゴンドラ休止報告受理 0 

断続的な宿直又は日直勤務許可 1 ゴンドラ廃止報告受理 0 

衛生管理者選任報告受理 166 ゴンドラ変更届受理 0 

産業医選任報告受理 27 クレーン性能検査結果報告受理 0 

定期健康診断結果報告受理 391 
心理的な負担の程度を把握するための検査 

結果等(ストレスチェック)報告書 
267  

労働者死傷病報告受理 86 有機溶剤等健康診断結果報告受理   35  

ボイラー変更届受理 0 特定化学物質等健康診断結果報告受理 21 

ボイラー性能検査結果報告受理 19 石綿健康診断結果報告受理 31 

ボイラー休止報告受理 0 電離放射線業務健康診断結果報告受理 5 

ボイラー廃止報告受理 1 高気圧業務健康診断結果報告受理 7 

第一種圧力容器性能検査結果報告受理 10 鉛業務健康診断結果報告受理 0 

第一種圧力容器休止報告受理 1 その他機械(放射線装置等)設置報告受理 1 

第一種圧力容器廃止報告受理 1 その他各種報告等受理 6 

合       計 1,275 

 

（参考） 

１ 特定機械等設置数   （R7.3.31現在）             ２ 特定機械等設置事業所数 （R7.3.31現在） 

 ボイラー 28 
 

 知事部局 13 

 第一種圧力容器 28 
 

 教育委員会 21 

 クレーン 0 
 

 警察本部 24 

 ゴンドラ 1 
 

   計 58 

   計 57 
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別表３ 職員団体の登録状況                             

（令和７年４月１日現在） 

 職員団体の名称 登録年月日 単一体･連合体の別 法人格の有無 

県 
 
 
  
  
 

関  
  
 
  
 

係 

 神奈川県職員労働組合  昭和41年10月５日 単一体 有 

 自治労神奈川県職員労働組合  平成２年３月23日 単一体 有 

 神奈川県教職員組合  昭和41年10月５日 連合体 有 

 神奈川県高等学校教職員組合  昭和41年10月５日 単一体 有 

 三浦半島地区教職員組合  昭和43年６月17日 単一体 有 

 西湘地区教職員組合  昭和43年６月17日 単一体 有 

 湘北教職員組合  昭和43年７月12日 単一体 有 

 湘南教職員組合  昭和43年７月29日 単一体 有 

 中地区教職員組合  昭和43年８月14日 単一体 有 

 神奈川県学校事務労働組合  平成10年３月10日 連合体 無 

 学校事務職員労働組合神奈川  昭和56年３月４日 単一体 有 

 神奈川県学校事務労働組合・県央  平成９年２月24日 単一体 無 

 神奈川県立障害児学校教職員組合  昭和60年５月13日 単一体 有 

 神奈川県公立小中学校管理職組合  昭和48年８月22日 連合体 有 

 小田原・足柄下地区公立小中学校管理職組合  昭和48年10月19日 単一体 無 

 茅ケ崎市寒川町小中学校長教頭組合  昭和49年１月23日 単一体 無 

 厚木市愛甲郡公立小中学校管理職組合  昭和49年３月28日 単一体 無 

 逗葉地区公立小中学校管理職組合  昭和49年11月６日 単一体 無 

 足柄上地区公立小中学校管理職組合  昭和50年１月27日 単一体 無 

 大和市･座間市･海老名市･綾瀬市公立小中学校管理職組合  昭和53年５月23日 単一体 無 

中郡公立小中学校管理職組合 昭和54年７月24日 単一体 無 

神奈川県の部活動問題を考える会 令和５年８月16日 単一体 無 

  （ 小 計 ）        22団体    

受

 

託

 

市

 

町

 

村

 

関

 

係 

 伊勢原市立小中学校校長教頭組合  昭和49年８月９日 単一体 無 

 自治労海老名市職員労働組合  昭和41年10月５日 単一体 無 

 座間市職員労働組合  昭和46年４月24日 単一体 有 

 自治労座間市職員組合  昭和56年５月22日 単一体 無 

 自治労南足柄市職員組合  平成７年10月12日 単一体 無 

 自治労綾瀬市職員労働組合  昭和47年４月17日 単一体 無 

 全日本自治団体労働組合神奈川県本部葉山町職員労働組合  昭和49年６月13日 単一体 無 

 自治労寒川町職員労働組合  昭和48年６月22日 単一体 有 

 愛川町職員組合  昭和41年10月５日 単一体 無 

 二宮町職員組合  昭和41年10月５日 単一体 無 

 大井町職員組合  昭和55年11月20日 単一体 無 

 山北町職員組合  昭和54年６月25日 単一体 無 

 開成町職員組合  昭和53年９月16日 単一体 無 

 湯河原町職員労働組合  平成元年５月20日 単一体 無 

  （ 小 計 ）        14 団体    

     合   計          36 団体    
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